
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

19,815

4,726

0.00 0.00

0 0 0

Ｂ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

37,520 0 0 34,495 109,766

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

５　快適な住環境の整備

2

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

4,849 0

36,089 0

15,640 0 0

総合戦略

・市営住宅の長寿命化を図るため、「公営住宅長寿命化計画」に基づく計画的合理的な建物の維持管理及び改修工事を行う。　・周辺への影響を考慮

し、老朽化した市営住宅を解体する。

R5年度実績 R6年度見込

市営住宅改修工事等件数 2

実績値

100.0

入居者の生活の質の向上が図られるとともに、入居者が安心して生活することができる。また、老朽化している市営住宅を解体することにより、、周辺環境の

安全を確保する。

入居者の生活の質の向上が図られるとともに、入居者が安心して生活することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

54,600

0 0 0 0

0 0

15,600 0

29,585

25,439

0

0.90

1,431

環

境

変

化

等

予防保全的な維持管理を実施するためには、日常的な点検の充実が不可欠となることから、指定管理者と協力した適切な市営住宅の維持管理に努める。

耐火構造の市営住宅の約８割が、今後１０～３０年の間に集中して耐用年数を経過することが見込まれており、計画的な大規模改修が必要となっている。平成27年

度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、計画的に事業を進める。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

平成27年度に改定した「周南市公営住宅等公営住宅等長寿命化計画」に基づき計画的に

事業を実施している。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
より効果的な事業手法での改修工事に努めることで、市営住宅の長寿命化と入居者の生活の質の向上が期待できる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

計画通りに事業を実施することができた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

安心・安全な居住環境を確保し、効率的かつ円滑に管理運営するためには、ライフサイクルコストの縮減が大切である。そのため、計画的な改修・解体によ

る予防保全的な施設管理、適正な戸数管理に努める。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

令和５年度に改定した「公営住宅等長寿命化計画」に基づき計画的な事業の実施に取り組むにあたり、効果的な

事業手法の検討に継続的に取り組む。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.20

0 184

1,431 0 0

0 0 168

7,200

0

0

0.00

0.65

0.00

事

業

概

要

対　象

・市営住宅入居者　・改修・解体を必要とする市営住宅　・市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

指定管理者と協力して、定期的な建物及び設備機器（ライフライン）の点検・調査に取り組む。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

4,726 7,200

00

正職員以外

0 29,769 102,566

0

0 0目標値 件

基

本

情

報

件 0 0

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,5440

事務事業名 公営住宅ストック改善事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

2 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

1,091

0.30 0.20

0 0 0

Ａ

Ｃ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

21,213 32,184 14,080 1,443 85,051

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

５　快適な住環境の整備

4

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

19,066 30,053

19,066 30,053

0 0 0

総合戦略

・市営住宅の機能維持及び便益向上のための改修工事を実施する。　・周辺への影響を考慮し、老朽化した市営住宅を解体する。

R5年度実績 R6年度見込

市営住宅改修工事等件数 5

実績値

0.0

安心・安全を第一に、市営住宅の機能維持及び便益向上のため改修工事を行う。また、老朽化している市営住宅を解体することにより周辺環境の安全を

確保する。

適正な維持管理を行い、安全で快適な住生活を確保することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

2,131 1,441

0 0

0

81,779

0

0.45

2,147

環

境

変

化

等

予防保全的な管理の実施には、日常点検の充実が不可欠となる。指定管理者と協力し、市営住宅の維持管理に努める。

建物の老朽化は年々進んでおり、施設を維持するために今後も修繕・改修が必要となる。　市営住宅については、安心・安全の観点から平成27年度に改定した「周南市

公営住宅等長寿命化計画」に基づき、計画的な管理に努める。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

平成27年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、計画的に事業を実施

している。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
より効果的な事業手法での改修工事に努めることで、市営住宅の長寿命化と入居者の生活の質の向上が期待できる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

入札不調などの外的要因により、事業実施に至らなかった。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

安心・安全な居住環境を確保し、効率的かつ円滑に管理運営するためには、ライフサイクルコストの縮減が大切である。そのため、点検の強化及び早期の

管理・改善を実施し、予防保全的な維持管理を進める。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

令和5年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、計画的な事業の実施に取り組むにあたり、効

果的な事業手法の検討に継続的に取り組む。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.30

12,639 352

2,147 2,131 1,441

0 0 0

3,272

0

0

0.00

0.15

0.00

事

業

概

要

対　象

・市営住宅入居者　・改修・解体を必要とする市営住宅　・市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

指定管理者と協力して、定期的に建物及び設備機器（ライフライン）の点検・調査を実施する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,091 3,272

00

正職員以外

12,639 352 81,779

0

1 2目標値 件

基

本

情

報

件 3 3

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 市営住宅改修事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 300.0 150.0

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

0 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

34,896

4.50 4.20

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

202,608 203,360 210,290 222,287 216,546

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

５　快適な住環境の整備

99.58

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

172,557 171,396

172,557 171,396

0 0 0

総合戦略

●市営住宅管理戸数3,680戸（徳山2,549戸、新南陽890戸、熊毛148戸、鹿野93戸）の維持管理

R5年度実績 R6年度見込

現年度収納率 99.53

実績値

99.3

住宅に困窮する市営住宅の入居希望者に対し、低廉で良質の市営住宅を提供するとともに、適正な住宅管理を行うことで、入居者が快適で安全な生活

を送ることを目指す。

住宅に困窮する低所得者に対し、低廉で良質の住宅を提供することで、住宅セーフティネットの役割を果たすことができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

31,964 30,265

0 0

0

181,650

0

4.80

30,051

環

境

変

化

等

市営住宅の効率的かつ円滑な運営を実現するため、今後も指定管理者と連携し、効率的な業務の遂行を図る。

市営住宅の約80％の住戸が、昭和40年～50年に建設されており、老朽化が進んでいる状況である。　維持管理については、老朽化に伴う漏水や修繕が増加する傾向

にある。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

平成27年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、適正な維持管理を実

施している。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
イニシャルコストの縮減が期待できる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

市営住宅の提供及び適正な管理を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

公営住宅の維持管理を計画的に行うことでライフサイクルコストの縮減と長寿命化に取り組み、安心・安全な居住環境を確保する。　安心・安全な公営

住宅の維持管理と収納率の向上のため、指定管理者への指導と協力を行っていく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

令和5年度に改定した「周南市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、目標管理戸数への計画的な削減に向け、

適当な戸数、安心・安全な居住環境を確保する。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
4.20

180,025 187,391

30,051 31,964 30,265

0 0 0

34,896

0

0

0.00

4.80

0.00

事

業

概

要

対　象

市営住宅入居者及び入居希望者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

ライフサイクルコストの縮減のため、点検の強化及び予防保全的な維持管理を進めていく。　指定管理者による滞納者への徴収体制の強化を進めていきながら、悪質な滞

納者については、提訴を行うなど収納率の向上に努めていく。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

34,896 34,896

00

正職員以外

180,025 187,391 181,650

0

99.38 99.43目標値 ％

基

本

情

報

％ 99.47 99.1

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 市営住宅管理事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.1 99.7

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

98.87 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

727

0.20 0.10

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

9,690 1,437 733 745 2,927

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

６　安心安全な住まいづくり

40

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

31 0

31 16

0 0 0

総合戦略

●住まいへの関心を高めるため、住宅等無料相談を実施

R5年度実績 R6年度見込

住宅等無料相談会の相談件数 40

実績値

62.5

住宅の所有者に住まいへの関心を高めていただくことにより、市民の安心・安全な生活を確保する。

環境へ配慮した住宅の建築促進が図られる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,421 721

0 0

0

0

0

0.40

9,659

環

境

変

化

等

住宅に対する相談のニーズがあり、事業が推進されている。

住宅の新築や増改築、耐震化などに関して、不安や疑問点を解消するため、山口県建築士会徳山支部と協力。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

周南市住生活基本計画に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
幅広い方への周知につながる

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

月２回程度で、住宅等無料相談会を１９回開催した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

一定の成果は出ている。これからも引き続き、相談業務を推進していく。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

指標については、令和3年度から変更。　市広報に建築士が相談を受けることや、時期に応じた相談内容とすることで

興味をもっていただけるように掲載を工夫する。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
1.35

0 0

9,659 1,421 721

0 0 0

2,908

0

0

0.00

0.10

0.10

事

業

概

要

対　象

住宅建設を希望する者、住宅に対する相談を希望する者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

住宅の耐震化や増改築等、安心・安全な建物での暮らしを促進する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

727 2,908

1812

正職員以外

12 18 19

0

40 40目標値 件

基

本

情

報

件 35 13

0.00 0.00 0.10

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

1916

事務事業名 住宅支援事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 87.5 32.5

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

25 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

5,240

10,905

1.70 1.40

0 0 0

Ｂ

Ｂ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

16,077 16,584 15,107 17,588 18,599

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

６　安心安全な住まいづくり

5

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

2 0

4,987 4,509

2,418 2,195 2,472

総合戦略

●昭和５６年５月以前に建設された、木造住宅の耐震診断を希望する所有者に対し、無料で耐震診断員を派遣　●昭和５６年５月以前に建設され

た、木造住宅の耐震改修を実施する所有者に対し、補助金を交付　●昭和５６年５月以前に建設された、多数利用建築物の耐震診断を実施する所

有者に対し、補助金を交付　●通学路等に面し地震時に倒壊の恐れがある危険なブロック塀等の撤去を実施する所有者に対し、補助金を交付

R5年度実績 R6年度見込

耐震化事業の改修件数 5

実績値

100.0

耐震診断及び耐震改修、危険な塀等の撤去を行う所有者を支援することで、住宅・建築物の地震に対する安全性の向上を図る。

耐震診断、耐震改修及びブロック塀等の撤去を行う所有者を支援することで、住宅及び建築物の耐震化を促進し、市民の安心・安全な生活に寄与する。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

1,208 1,097 1,235 1,611

12,075 10,088

0 0

3,231

0

0

1.10

11,090

環

境

変

化

等

・木造住宅の耐震診断は、所有者負担を求めない「無料耐震診断員派遣制度」を実施し、募集件数15件に対し14件の申し込みがあった。　・耐震改修については、建物所有者に対する補助率を平成31年度から見直したこ

とにより、申請件数は増えたものの、改修には多額の負担が必要となることから、今後の申請件数は不明である。　・ブロック塀等の除去事業の周知に努めたことにより、申請件数が増加した。

県耐震改修促進計画では、令和７年度までに住宅の耐震化率９０％を目標にしている。　これを受けて周南市に存在する、昭和５６年５月以前に着工された木造一戸建住宅の耐震診

断は、所有者の負担を求めない「無料耐震診断員派遣制度」を導入。耐震改修及び危険なブロック塀等の除去に要する費用の一部を国・県・市で補助し、安全を確保する。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

周南市耐震改修促進計画に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

事業の目的に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
住宅等の所有者への周知により、耐震化が促進される。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ｂ

耐震診断、耐震改修及びブロック塀の撤去を行う所有者への支援、事業の利用促進の周知を

実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

事業の利用促進のため、耐震化の必要性や無料耐震診断員派遣、耐震改修及び危険なブロック塀等の撤去の補助金制度について更に周知を図る必

要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

従来の周知方法に加え、ＳＮＳの利用など更なる周知を図る。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

1,359

正職員

（人）正職員以外
1.55

0 0

11,090 12,075 10,088

1 2 1

7,997

0

0

0.00

1.50

0.30

事

業

概

要

対　象

・昭和５６年５月以前に建設された、木造住宅を所有する所有者　・昭和５６年５月以前に建設された、多数利用建築物を所有する所有者　・通学

路等に面し地震時に倒壊の恐れがある危険なブロック塀等の所有者

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

・官民協働にて、耐震化のＰＲをはじめ、更なる耐震診断・耐震改修の実施を推進する。　・危険ブロック塀等の除去事業のＰＲをはじめ、更なる危険ブロック塀等の除

去の実施を推進する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

10,905 7,997

1,8391,311

正職員以外

5,019 6,683 10,602

2,620

5 5目標値 件

基

本

情

報

件 4 4

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

2,7411,217

事務事業名 住宅等耐震化促進事業費

～

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 80.0 80.0

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

5 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

2,500

21,124

0.00 2.10

744 768 828

Ａ

Ｂ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

0 0 24,946 33,068 45,167

令和６年度

事業期間 令和4年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

７生活基盤

２　暮らしやすい都市環境の整備

７　空き家・空き地対策の推進

1

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

0 0

0 0 2,250

該当 該当総合戦略

空家等対策の推進に関する特別措置法や周南市空家等の適切な管理に関する条例に基づき、空き家所有者へ適切な管理を促す。　・危険空き家解体

事業補助金　・空き家リフォーム事業補助金　・空き家情報バンク　・空き家利活用ミーティング　・空家等管理活用支援法人の指定

R5年度実績 R6年度見込

特定空家等の改善件数 1

実績値

0.0

特定空家等の改善を図ることにより市民の安心・安全な生活を確保する。　・特定空家等や管理不全空家等の改善を図ることにより、市民の安心・安全な

生活を確保する。　・空き家の利活用及び流通を促進したり、リフォームに係る補助事業を行ったりすることで、危険な空き家の発生を抑制する。

特定空家等の改善を図ることにより市民の安心安全な生活を確保する。　市民の安心・安全な生活を確保する。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 15,133

0 0

2,495

244

0

4.10

0

環

境

変

化

等

国の住宅・土地統計調査では、空き家数、空き家率とも増加している。

管理が不適切である空き家が周辺に悪影響を及ぼす事例が増加してきた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

法律や国の指示に基づき実施している。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ｂ

評価の理由

現状の周辺環境

法律に則った対象、意図である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
危険な空き家の除却や空き家の利活用を推進することにより、管理不全な空き家の削減につなげることができる。

改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

空家等に関する対策、必要な措置を実施した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

特定空家等の行政代執行に向けて取り組むと同時に、法改正に伴う条例等の改正や新たな要綱を設置したことで、より幅広く空き家問題に取り組むこと

ができる。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果上昇

コスト増大

空き家所有者への働きかけを強化することで、適切な管理を目指す。

(0 ) (828 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 0

0 0 15,133

1 2 1

29,807

0

0

1.00

2.80

0.60

事

業

概

要

対　象

空家等の所有者等

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

人口減少に伴い、空き家数は増加する見込み。

(0 ) (0 ) (744 )
（人）

20,356 29,807

9,4477,562

正職員以外

9,813 11,944 15,360

0

0 1目標値 件

基

本

情

報

件 0 0

0.00 0.00 1.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

12,6150

事務事業名 未来へつなぐ空き家対策事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - 0.0

担当所属 住宅課

指

標
活動指標

手　段

-

0 -


